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理学療法の日理学療法の日
7月17日は 日本理学療法士協会設立55周年記念事業

理学療法とは、病気やけがなどにより、身体に障がいのある人
や、障がいのおそれのある人に対し、心身両面から機能回復・維持を
目的に、運動療法や物理療法などを用いて行われる治療法です。さら
に、日常生活を改善するための指導や社会生活のための福祉用具、
住宅環境、在宅ケアの調整なども行います。

昭和40年、理学療法士について定めた法律「理学療法士及び作業療
法士法」が公布され、翌年、第1回理学療法士国家試験が実施されまし
た。この試験に合格した110名の理学療法士によって同年7月17日に結
成されたのが、日本理学療法士協会です。理学療法の日は、この日本理
学療法士協会結成の日にちなんで制定されました。

ごあいさつ

　理学療法士は人の身体の動きを専門にする医療専門
職として、1965年に誕生しました。翌年1966年7月17日
に日本理学療法士協会が設立され、その日を「理学療法
の日」と制定し、毎年全国で広報活動を展開しています。
山形県理学療法士会は、1972年に県内の医療・介護・福
祉の職場で働く理学療法士により設立されました。
　理学療法は、けがや病気などで身体に障がいのある方
のリハビリテーションを基本としながら、高齢者の介護予防
やフレイル予防、新型コロナウイルス感染症予防のための
活動自粛による生活不活発病の予防、また働く世代の方
の腰痛や肩こり予防など、広い分野で活動しています。
　これからも会員一同、理学療法を通じ山形県の保健・医
療・福祉の発展に貢献してまいります。何卒ご支援いただ
きますようお願い申し上げます。
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理学療法士は、皆様の自立した日常生活が送れるよう支援する医学的リハビリテーションの専門職です。

チーム医療の中での理学療法士
地域にある病院や施設で様々
な専門職と一緒に連携して患
者中心の医療の実現を目指し
ます。身体機能や生活動作を担
当し、調整役となって治療を進
めます。

人生を健康で活力のあるもの
にするために、生活習慣病に
対する運動指導や個々に適し
た就業環境を提案するなど、
健康管理を通じて、疾病の有
無を問わず多くの方を支援し
ています。

要介護状態の発生やその
悪化をできる限り防ぎ、遅ら
せ、軽減できるように健康教
室や講座の開催など、障が
いや疾病をふまえた運動指
導や生活指導に取り組んで
います。

大規模災害が発生して避難所
生活などを余儀なくされる場
合、元気な高齢者でも活動量の
減少により、身体機能が低下す
るなどの問題が発生します。現地に赴いて体操指導や
環境整備、助言などを行います。

心身の状態、病気、事故の影響で
何らかの困難や遅れがある場
合、潜在的な能力を最大限引き
出し、心身機能の改善を図りま
す。ご自宅や学校などで行える理
学療法や生活方法の提案、補装具（靴・椅子など）の検
討を行い、健やかな成長を支援していきます。

障がい児・者への関わり

フレイルや
生活不活発病の予防

スポーツと理学療法

健康増進・生活習慣病予防

介護予防

災害と理学療法士

フレイルとは加齢とともに心身の活力（運動
機能や認知機能）が低下し、複数の慢性疾
患の共存などの影響もあり、生活機能が障
害され、心身の虚弱性が出現した状態です。
生活不活発病は生活動作がままならなくな
り、活動する範囲が狭まる状態です。いずれも
適切な介入・支援により生活機能の維持向
上が可能な状態像です。

医療機関や介護保険サービス等における障
がいや疾病等に起因した生活上の問題を抱
える方に対し、日常生活の問題を解消・軽減
し、自立を促す運動方法の提案や安心・安全
に生活を送るための助言等を行います。また、
地域ケア会議への参加、住民
主体の通いの場への関わりを
行います。

けがや病気で休養していた選手
の競技復帰、再発予防だけでな
く、高いパフォーマンス発揮のた
め効率のいい動き、正しいフォームの指導を行います。
障がいや疾患を有する方に対してはその方にあったト
レーニング方法の指導や競技中に起きやすい事故への
配慮を行います。

地域包括ケアシステムの中での
理学療法士

介護

住まい

医療

生活支援・介護予防

山形県理学療法士会は山形県内に勤務する理学療法士の学術技能の研鑽と資質の向上に努め、
県民の皆様の保健・医療・介護・福祉の発展に寄与することを目的として、学術活動及び社会活動
を行っています。現在、989名の会員が病院、診療所、介護保険関連施設、福祉施設、肢体不自由
児施設及び教育機関等に勤務しています。


